
◎教育長報告

◎議案

番号 案件名 課名

議案第16号 ユメニティのおがた条例施行規則の一部を改正する規則について 文化・スポーツ推進課

◎協議事項

番号 案件名 課名

― 直方市学校規模適正化について 学校教育課

◎報告事項

番号 案件名 課名

報告第25号 ９月定例市議会一般質問について 教育部長

報告第26号 直方市就学前教育・保育施設整備補助金交付要綱 こども育成課

報告第27号
直方市多子世帯給食費補助事業実施要綱の一部を改正する告
示

〃

報告第28号
直方市保育環境改善対策事業（ 新型コロナウイルス感染症に
係る事業継続支援） 補助金交付要綱

〃

報告第29号 直方市幼稚園給食費補助事業実施要綱の一部を改正する告示 〃

◎その他 ・１１月行事について（学校教育課　当日配布）

・直方市総合教育会議について

・会議録署名委員の指名について

１０月定例教育委員会　付議案件表



令和5年9月13日～令和5年10月10日

9月 13 水 一般質問

14 木 小中一貫教育推進本部会議 一般質問

15 金 令和５年度第３回ＤＸ推進本部会議

16 土

17 日

18 月

19 火 学力向上検証委員会 決算質疑

20 水 「これからの授業」研修会（下境小）

21 木 補正予算等質疑

22 金 常任委員会

23 土

24 日

25 月 教育長会（北九州教育事務所）

26 火 (公財)直方文化青少年協会要望書提出市長訪問

27 水 絵画寄贈（感田小）

28 木 採決

29 金 行革本部会議

30 土 植木小運動会

10月 1 日 福地校区全域避難訓練

2 月 10月定例校長会議

3 火 直方市教育委員会訪問（感田小）

4 水 校長面談(4日～6日) 校長面談

5 木 直方市小中一貫研究会（一中校区） 〃

6 金 〃

7 土

8 日

9 月

10 火 定例教育委員会

教育委員会行事報告



令和5年10月11日～令和5年11月14日

10月 11 水 直方市教育委員会訪問（直方南小）

12 木 徹底反復学習学校訪問（福地小）

13 金 直方市教育委員会訪問（中泉小）

14 土
校区対抗パークゴルフ大会
多賀神社秋季大祭

15 日

下境小運動会
東蓮寺藩誕生400年記念事業
・講演「東蓮寺藩誕生時の高取焼の状況について」（直方市中
央公民館）
・武術（双水執流）演舞観覧（遠賀川水辺館）

16 月
教育長会（北九州教育事務所）
第４回教科用図書調査研究協議会

17 火

18 水 直方市教育委員会訪問（新入小）

19 木 九州都市教育長協議会並びに研究大会（沖縄県 名護市）

20 金 　　　　　　　　　〃

21 土

22 日
新入ひまわりこども園　落成式
「秋月鎧揃え」（直方歳時館）

23 月

24 火 「これからの授業」研修会（直方三中）

25 水 徹底反復学習学校訪問（直方東小）

26 木

27 金 福岡県市町村教育委員会連絡協議会第2回役員会（県庁）

28 土
直方子ども音楽祭（ユメニティ直方 大ホール）
英語発表会（ユメニティ直方 小ホール）
東蓮寺と秋月ミュージアムトーク（直方市中央公民館）

29 日
こども相撲教室（直方市民体育センター）
直方市ハートフル奨学金面談審査

30 月

31 火

11月 1 水
11月定例校長会議
県重点課題　最終報告会　遠賀町島門小・遠賀中

2 木 直方市教育委員会訪問(直方二中)

3 金
SOMPOボールゲームフェスタ（直方市体育館）
直方文化連盟作文・俳句コンクール表彰式（直方市中央公民
館）

4 土

教育委員会行事予定



5 日
光月流太鼓・林流抱え大筒実演 講演会（直方市中央公民館・
遠賀川河川敷）
こども相撲教室（直方市民体育センター）

6 月 直方市学校保健会研修会（直方市中央公民館） 管理職面接

7 火 〃

8 水 徹底反復学習学校訪問（下境小） 〃

9 木
北九州地区市町教育委員会連絡協議会教育長・教育委員研修会
(北九州教育事務所)
学力向上推進拠点校初年度報告会（直方二中）

10 金 直方市小中一貫研究会（三中校区）

11 土

12 日
新入小150周年記念式典
こども相撲教室（直方市民体育センター）

13 月 直方市の表彰式典

14 火
定例教育委員会
直方市総合教育会議
直方市人権問題講演会



 

 

 

議案第１６号 

 

 

 

 

ユメニティのおがた条例施行規則の一部を改正する規則について 

 

 

 

ユメニティのおがた条例施行規則の一部を改正する規則について、別

紙のとおり提案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             令和 5年 10 月 10 日 

           直方市教育委員会 

教育長 山本 栄司 

 

 

 

提案理由 

 直方市教育委員会事務委任規則第 2条第 2号の規定により提案するもの

である。 



ユメニティのおがた条例施行規則の一部を改正する規則 

 

ユメニティのおがた条例施行規則（平成23年直方市教育委員会規則第2号）の一

部を次のように改正する。 

第2条第2項第1号中「前日」を「2日前の17時」に改め、同項第3号中「前日」を

「2日前の17時」に改め、同号ただし書を削る。 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行し、令和5年10月1日から適用する。 

 



ユメニティのおがた条例施行規則の一部を改正する規則 新旧対照表 

新 旧 

(利用の申請) (利用の申請) 

第2条 省略 第2条 省略 

2 前項の許可申請書は、条例別表第1に規定する施設(以下「ホー

ル・会議室」という。)で次の各号に掲げる区分に応じ、当該各

号に定める期間内に提出しなければならない。 

2 前項の許可申請書は、条例別表第1に規定する施設(以下「ホー

ル・会議室」という。)で次の各号に掲げる区分に応じ、当該各

号に定める期間内に提出しなければならない。 

(1) 大ホール(大ホールと併用する場合の小ホール、楽屋、控

室、リハーサル室及び会議室を含む。) 利用しようとする日

(継続して2日以上利用しようとするときは、その最初の日を

いう。以下「利用日」という。)の属する月の前12月から利用

日の前10日まで。(練習利用については、利用日の前9日から

利用日の2日前の17時まで。) 

(1) 大ホール(大ホールと併用する場合の小ホール、楽屋、控

室、リハーサル室及び会議室を含む。) 利用しようとする日

(継続して2日以上利用しようとするときは、その最初の日を

いう。以下「利用日」という。)の属する月の前12月から利用

日の前10日まで。(練習利用については、利用日の前9日から

利用日の前日       まで。) 

(2) 省略 (2) 省略 

(3) リハーサル室及び会議室 利用日の属する月の前3月から

利用日の2日前の17時まで。                              

                         

(3) リハーサル室及び会議室 利用日の属する月の前3月から

利用日の前日       まで。ただし、当日17時までの利用につ

いては、この限りでない。 

3 省略 3 省略 

 

附 則 

この規則は、令和5年10月1日から施行する。 

 



令和 5年８月１５日 

 

直方市教育委員会 

教育長 山 本  栄 司 様 

 

 

公益財団法人直方文化青少年協会  

 理事長 谷 弥壽彦 

 

 

ユメニティのおがた条例施行規則の一部変更について（お願い） 

 

 

 日頃から文化施設の管理運営につきまして、ご助言ご協力を賜り厚くお礼申

し上げます。 

 さて、ユメニティのおがた職員の毎月の勤務割当 （シフト）は、就業規則で前

月 25 日までに定めるものとしています。しかしながら、長時間労働を回避する

ため、貸館予約状況によって日々変更し勤務を行っています。 

そのような中で、下記施設については、申込期限が前日となっていることから、

当該利用日に勤務する職員に対し、夜間連絡により超過勤務もしくは勤務の変

更を命じなければならない状況が多発しています。  

 つきましては、当該施設は新規利用を除きインターネットでも申込可能とな

っていることから、ユメニティのおがた条例施行規則第 2 条第 2 項第 3 号にお

ける申請提出期間を下記のとおり変更いただきたくお願い申し上げます。 

 また、この取扱いにより、貸館業務を行っている直方歳時館と同様の取扱いと

なりますことを申し添えます。 

 

記 

 
（利用の申請） 

第 2条第 2項 1号及び 3号 

施設名 施行規則 業務仕様書 変更（案） 

 

大ホール（練習用） 

 

利用日の前9日か

ら利用日の前日

まで 

 

 

 

開館中 

利用日の前 9日か

ら利用日の2日前

の 17 時まで 

 

リハーサル室 

・会議室 

利用日の属する

月の前3月から利

用日の前日まで 

利用日の属する

月の前 3月から利

用日の2日前の17

時まで 

以 上 



【協議事項：学校規模適正化の進捗について】 
 
●規模適正化に取り組み始めるに至った経緯とこれまでの進捗 

小学校・中学校の学校規模については、学校教育法施行規則第 41 条及び第 79 条において、 
「十二学級以上十八学級以下を標準とする。」と定められています。ただし、この標準は、「地域
の実態その他により特別の事情のあるときは、この限りでない。」と定められているとおり、弾
力的なものとなっております。文部科学省は、平成 27 年に「公立小学校・中学校の適正規模・
適正配置等に関する手引」を策定しておりますが、その策定に係る通知の中で、「公立小学校・
中学校の設置者である各市町村においては、それぞれの地域の実情に応じて、教育的な視点から
少子化に対応した活力ある学校づくりのための方策を継続的に検討・実施していくことが求め
られています。その際、学校統合により魅力ある学校づくりを行う場合や、小規模校のデメリッ
トの克服を図りつつ学校の存続を選択する場合等の複数の選択があると考えられます」と述べ
ています。 

学校の規模や配置等については、各市町村において、それぞれの地域の実情に応じて、しっか
りと検討をすることが求められており、学校統合や小規模校の存続等、様々な選択が許されてい
るということです。法令で、一律に規模が定められていたり、一律に学校統合を進めなければい
けないと決められていたりするものではありません。 

直方市の実情をみますと、平成 30 年における直方市の最小児童数の小学校は 103 人・6 クラ
ス、最小生徒数の中学校は 206 人・6 クラスでした。今年度の直方市の最小児童数の小学校は 79
人・6 クラス、最小生徒数の中学校は 219 人・6 学級です。一般に、教育上の課題が極めて大き
いとされる「複式学級」や、いわゆる「過小規模校（小学校における 5 学級以下・中学校におけ
る 2 学級以下）」は存在しておりません。 

こういった直方市の実態が、近隣の自治体で学校統廃合が進められる一方、直方市では統廃合
がなされていない理由の１つと考えます。また、近隣の学校統廃合が行われた自治体の中には、
過疎対策事業債や合併特例債を利用して、学校の新設等を行った自治体もございます。直方市で
はそういった財政上非常に有利な財源を利用することができないことも理由の 1 つと考えます。 

今後の規模適正化に関する展望といたしまして、全国的な人口減少・少子化の傾向と同様、直
方市の今後の児童・生徒数も年々減少となることが見込まれます。昨年度行った将来人口予測に
よると、地域や校区ごとに人口増減の幅がみられ、児童・生徒数のかたよりが進むことが予測さ
れます。 

今後も、「子どものために」という考えのもと、直方市の実態に合った直方市にとってちょう
どよい学校の規模や学校の配置について検討を進めて参ります。児童・生徒の教育条件を改善す
るために、様々な方の意見を聞きながら、丁寧にかつスピード感を持って直方市の学校規模適正
化を進めて参りたいと考えております。 

様々な方の意見を聞く具体的な施策といたしまして、学校規模適正化基本指針の策定のため
に教職員アンケート実施を予定しており、また学校規模適正化基本指針に関する検討委員会を
設置するため条例の改正をいたしました。 



●直方市附属機関設置条例の一部改正について （報告） 
別紙 1-1、別紙 1-2 参照 
9 月議会において、議決 

 
●今後の予定 
 10 月 教職員アンケート実施 
 11 月 定例教育委員会 
     「直方市学校規模適正化基本指針検討委員会規則の制定について」議案提出 
     「直方市学校規模適正化基本指針検討委員会の委員の任命について」議案提出 
     「直方市学校規模適正化基本指針検討委員会への諮問について」議案提出 
 12 月 直方市学校規模適正化基本指針検討委員会 開始 

1 月  保護者アンケート実施 
 3 月  直方市学校規模適正化基本指針検討委員会からの答申受取 
 
●直方市学校規模適正化基本指針検討委員会規則（案）について 
 別紙 2 参照 
 
●直方市学校規模適正化基本指針検討委員会の委員について 
（1）学識経験を有する者 
   福岡教育大学 学校教育研究ユニット 日髙和美准教授（内諾済） 
（2）市立小学校長 
（3）市立中学校長 
（4）幼児教育に関して識見を有する者 
   幼稚園・保育園の関係者 
（5）その他教育委員会が必要と認める者 
   福岡県教育委員会より 1 人 
 
●教職員アンケートについて 
  Graffer のアンケート機能で実施（各自の PC、スマホから回答可能） 
  校長会で周知→実施 
  直方市学校規模適正化基本指針検討委員会への諮問前に集計することを想定 



○直方市学校規模適正化基本指針検討委員会規則（案） 

（目的） 

第1条 この規則は、直方市附属機関設置条例（平成28年直方市条例第30号）第4

条の規定に基づき、直方市学校規模適正化基本指針検討委員会（以下「委員会」

という。）の組織及び運営に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

（所管事務） 

第2条 委員会は、直方市教育委員会（以下「教育委員会」という。）の諮問に応

じて、次に掲げる事項について調査及び審議し、教育委員会に報告する。 

(1) 市立学校の規模適正化に関する基本的な指針に関すること。 

(2) 市立学校の適正な学校規模に関すること。 

（組織） 

第3条 委員会の委員は、7人以内とし次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱

する。 

(1) 学識経験を有する者 

(2) 直方市立小学校校長 

(3) 直方市立中学校長 

(4) 幼児教育に関して識見を有する者 

(5) その他教育委員会が必要と認める者  

（任期等） 

第4条 委員の任期は、第2条に規定する事務が終了したときまでとする。 

（会長及び副会長） 

第5条 委員会に、会長及び副会長を置く。 

2 会長及び副会長は、委員の互選とする。 

3 会長は、委員会の会務を総理する。 

4 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

（会議） 

第6条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、必要に応じて、会長が召集す

る。 

2 会議の議長は、会長をもって充てる。 

3 会議は、委員の半数以上の出席がなければ、開くことができない。 

4 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決すると



ころによる。 

5 委員会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、そ

の意見若しくは説明を聴き、又は関係人に資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第7条 委員会の庶務は、学校規模適正化担当課において処理する。 

（委任） 

第10条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、別に

会長が委員会に諮って定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 



- 1 - 
 

令和５年９月定例会一般質問 

 

１．渡辺 克也 議員（１６番）一問一答 

１．直方市が設置している施設の管理運営について        土木課 

 

２．宮園 祐美子 議員（１番）一問一答 

１．防災及び安全対策について         防災地域安全課・下水道課、土木課 

２．ピロリ菌リスク検査について               健康長寿課 

３．会食恐怖症について                   学校教育課 

 

３．草野 知一郎 議員（８番）一問一答 

１．部活動地域移行に関する理念と現在の進捗状況及び今後の計画について 

                      文化・スポーツ推進課・学校教育課 

２．多世代交流スペースここっちゃの利用状況や今後の課題について 

                          商工観光課、こども育成課 

 

４．那須 和也 議員（９番）一問一答 

１．公共施設・文化施設の長寿命化計画・大規模改修について 

                      文化スポーツ推進課、企画経営課 

２．植木駅北側にある跨線橋の管理について            土木課 

 

５．松田 曻 議員（１４番）一問一答 

１．直方・鞍手新産業団地の進捗状況と今後の見通しについて   商工観光課 

２．旧筑豊高校跡地の今後の予定について            商工観光課 

 

６．野下 昭宣 議員（５番）一問一答 

１．市長の政治姿勢について                   市長 

                             

７．矢野 富士雄 議員（１３番）一問一答 

１．ヤングケアラー問題について         子育て障がい支援課・学校教育課 

２．小・中学校の統合、再編問題について             学校教育課 

 

８．森本 裕次 議員（１７番）一問一答 

１．市道狭隘や私道に起因する空家対策について         都市計画課 

２．燃料油等価格高騰対策について               商工観光課 

 

９．髙宮 誠 議員（１１番）一問一答 

１．直方市の教育について                   教育委員会 
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10．村田 明子 議員（１２番）一問一答 

１．災害時における職員、市民への連絡、指示等について 

２．子どもの水難事故防止について             

防災地域安全課・学校教育課 

 

11．篠原 正之 議員（４番）一問一答 

１．行政、特に管理職の市民及び市政に対する認識について     人事課 

２．商工観光における広域連携及び市作成の花文化観光ビジョンムービーの活用につい

て                            商工観光課 

 

12．渡辺 和幸 議員（１０番）一問一答 

１．障がい者の自立に向けた支援について         子育て・障がい支援課 

２．自衛隊への個人情報提供について            市民人権同和対策課 

３．物価高騰による市民への支援策について           企画経営課 

 

13．紫村 博之 議員（２番）一問一答 

１．視覚障がい者のための「音声コード」の利用促進について  

子育て・障がい支援課 

２．「ＣＯＣＯＬＯプラン～誰一人取り残されない学びの保障に向けた不登校対策～」

を受けての不登校支援の推進について            学校教育課 

 

14．岡松 誠二 議員（３番）一問一答 

１．直方市の野良猫対策について            環境政策課、学校教育課 

 

15．澄田 和昭 議員（６番）一問一答 

１．９月は防災月間、災害時の避難所（特に学校施設）の防災機能強化について 

防災地域安全課 

 

 



直方市就学前教育・保育施設整備補助金交付要綱 

 

直方市保育所等整備補助金交付要綱（平成30年直方市告示第26号）の全部を改正する。 

（目的） 

第1条 この要綱は、直方市補助金交付規則（平成3年直方市規則第6号）第3条の規定に

基づき、直方市就学前教育・保育施設整備補助金交付要綱に関し必要な事項を定める

ことにより、保育所及び認定こども園（以下「保育所等」と総称する。）の設置の促

進又は環境の向上を図り、もって待機児童の解消及び保育所等を利用する児童の福祉

の向上を図ることを目的とする。 

（定義） 

第2条 この要綱において使用する用語の意義は、特に定めるものを除き、毎年度国が定

める就学前教育・保育施設整備交付金交付要綱（以下「就学前教育・保育国要綱」と

いう。）において使用する用語の例による。 

（補助対象者） 

第3条 補助金を交付する対象となる者は、現に直方市内に保育所等を設置しており、又

は設置を予定している社会福祉法人及び学校法人とする。ただし、社会福祉法人及び

学校法人が直方市暴力団等追放推進条例（平成20年直方市条例第20号）第2条第2号に

定める暴力団又は同条第3号に定める暴力団関係団体に該当するときは、補助金の対象

としない。 

（補助対象事業） 

第4条 補助金を交付する対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、必要な

保育を確保するために市が策定する整備計画に基づいて保育所等が別表に掲げる種類

及び整備区分ごとに同表に掲げる整備内容を行う施設整備事業をいう。 

（補助金の額） 

第5条 補助金の額は、予算の範囲内で市長が定めた額とし、次により算出する。ただし、

算出された補助金の額に1,000円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるもの

とする。 

(1) 保育所の施設整備交付金部分 

ア 工事請負契約等を締結する単位ごとに、次条に規定する補助対象経費の実支出

額と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額を比較して、いずれか少

ない方の額に4分の3を乗じた額を算出する。 

イ 工事請負契約等を締結する単位ごとに、就学前教育・保育国要綱別表2-2の規定



による交付基準額（国負担分）に2分の3を乗じた額を算出する。なお、就学前教

育・保育国要綱8(1)①アに該当する施設整備事業においては、就学前教育・保育

国要綱別表2-1の交付基準額に8分の9を乗じた額を算出する。 

ウ アにより算出した額の合計額とイにより算出した額の合計額を比較していずれ

か少ない方の額を補助金の額とする。 

(2) 認定こども園の施設整備交付金部分 

ア 工事請負契約等を締結する単位ごとに、次条に規定する補助対象経費の実支出

額と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額を比較して、いずれか少

ない方の額に4分の3を乗じた額を算出する。 

イ 工事請負契約等を締結する単位ごとに、保育を実施する部分（以下「保育所部

分」という。）及び教育を実施する部分（以下「教育部分」という。）について、

就学前教育・保育国要綱別表2-2の交付基準額（国負担分）をそれぞれ合計した額

に2分の3を乗じた額を算出する。なお、就学前教育・保育国要綱8(2)①アに該当

する施設整備事業においては保育所部分と教育部分について就学前教育・保育国

要綱別表2-1、別表2-2の交付基準額（国負担分）をそれぞれ合計した額に8分の9

を乗じた額を算出する。 

ウ アにより算出した額の合計額とイにより算出した額の合計額を比較していずれ

か少ない方の額を補助金の額とする。 

2 補助対象事業が複数年度にわたる場合は、本市が交付決定した当初年度の単価を適用

する。 

（補助対象経費） 

第6条 補助金の交付の対象となる経費は、保育所等の整備に必要な工事費又は工事請負

費、工事事務費（工事施工のため直接必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗

品費、通信運搬費、印刷製本費及び設計監督料等をいい、工事費又は工事請負費の2.6％

に相当する額を限度とする。）とする。ただし、次に掲げる費用については、補助金

の交付の対象としない。 

(1) 土地の買収又は整地に要する費用 

(2) 既存建物の買収（建物を新築するよりも効率的であると市長が認める場合におけ

る当該買収に係る費用を除く。）に要する費用 

(3) 職員の宿舎の建設に要する費用 

(4) 門、囲障、構内の雨水排水設備、構内通路、遊具等の外構整備に要する費用 

(5) 既存建物の解体撤去に必要な工事費又は工事請負費 



(6) 基本設計に要する費用 

(7) 開設準備に必要な費用 

(8) 新たに土地を賃借して整備する場合に必要な賃借料 

(9) 食糧費 

(10) その他施設整備として適当と認められない費用 

（事前協議書の提出） 

第7条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、直方市就学前

教育・保育施設整備補助金協議書（様式第1号）に必要な書類を添えて、市長に提出し、

その内容について協議しなければならない。 

（内示） 

第8条 市長は、前条の協議書を受理したときは、協議した結果を、申請者に通知するも

のとする。 

（補助金の申請） 

第9条 第7条の規定による協議をした申請者は、直方市就学前教育・保育施設整備補助

金交付申請書（様式第2号）に必要な書類を添えて、市長が指定する期日までに市長に

申請しなければならない。 

（交付決定） 

第10条 市長は、前条の規定による申請を受けたときは、補助金の交付を行うことの適

否を審査し、補助金の交付又は不交付を決定したときは、速やかに直方市就学前教育・

保育施設整備補助金交付（不交付）決定通知書（様式第3号）により、申請者に通知す

るものとする。 

（状況報告） 

第11条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助決定者」という。）は、補助金の

交付の決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）に係る工事に着手したときは、

工事に着手した日から市長が定める期日までに、工事着工報告書（様式第4号）により、

市長に報告しなければならない。 

（実績報告） 

第12条 補助決定者は、補助事業が完了したときは、直方市就学前教育・保育施設整備

補助金実績報告書（様式第5号）に、必要な書類を添えて、市長に報告しなければなら

ない。 

2 前項の実績報告書の提出期限は、事業が完了した日から起算して30日を経過した日又

は当該年度の翌年度4月5日のいずれか早い日とする。 



（補助金の額の確定） 

第13条 市長は、前条の規定による報告を受けたときは、その報告に係る補助事業の成

果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかを調査

確認しなければならない。この場合において、適合すると認めたときは、交付すべき

補助金の額を確定し、直方市就学前教育・保育施設整備補助金交付額確定通知書（様

式第6号）により補助金の交付の決定を受けたものに通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第14条 補助金の交付の決定を受けた者は、補助金の額が確定した場合は、直方市就学

前教育・保育施設整備補助金交付請求書（様式第7号）により市長に請求しなければな

らない。 

 

附 則 

1 この告示は、公布の日から施行し、令和5年4月1日から適用する。 

2 この告示は、令和8年3月31日限り、その効力を失う。 

別表（第4条関係） 

種類 整備区分 整備内容 

新設 創設 ・新たに保育所等を整備すること。 

修理 大規模修繕等 ・既存施設について、次世代育成支援対策施設

整備交付金における大規模修繕等の取扱い

について（令和5年8月22日こ成事第426号こ

ども家庭庁成育局長通知）に準じて整備する

こと。 

改造 増築 

増改築 

改築 

・既存施設の現在定員の増員を図るための整備

をすること。 

・既存施設の現在定員の増員を図るための増築

整備をするとともに既存施設の改築整備（一

部改築を含む。）をすること。 

・既存施設の現在定員の増員を行わないで改築

整備（一部改築を含む。）をすること。 

整備 老朽民間児童福祉施設整備 ・社会福祉法人が設置する施設について、老朽

民間児童福祉施設等の整備について（令和5

年8月22日こ成事第431号こども家庭庁成育



局長通知）に準じて改築整備（一部改築を含

む。）をすること。 

 



様式第1号(第7条関係) 

年  月  日  

 

 直方市長 様 

 

 

申請者 所在地          

名称            

代表者氏名         

 

 

 

直方市就学前教育・保育施設整備補助金協議書 

 

 

 

下記のとおり施設整備を行いたく、関係書類を添付して協議します。 

 

 

 

記 

 

 

（フリガナ） 

施   設   名 

 

（フリガナ） 

設 置 主 体 名 

 

予 定 工 期 

着工予定年月日      年   月   日 

完成予定年月日      年   月   日 

開所予定年月日      年   月   日 

 



様式第2号(第9条関係) 

年  月  日  

 

 

 直方市長 様 

 

 

申請者 所在地             

名称              

代表者氏名           

 

 

直方市就学前教育・保育施設整備補助金交付申請書 

 

 

 直方市就学前教育・保育施設整備補助金交付要綱第9条に基づき、補助金を交付されるよ

う関係書類を添えて申請します。 

 

 

記 

 

 

１．補助対象事業名 就学前教育・保育施設整備事業 

 

 

２．整備施設の名称 

 

 

３．補助金交付申請額                   円 

 

 

４．添付書類 

 (1) 就学前教育・保育施設整備計画書（様式第2号別紙1） 

  (2) 見積書（工事実施設計書） 

  (3) 位置図・配置図（修理、改造、整備の場合は、既存建物との関係を図面上で明示

すること。) 

  (4) 申請額算出内訳書（様式第2号別紙2） 

  (5) 収支予算書 

  (6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 



 

様式第 2号別紙 1（第 9条関係） 

 

就学前教育・保育施設整備計画書 

 

１．施設の概要 

（１） 整備施設の名称及び所在地 

 

 

（２） 施設種別 
 

 
（３） 設置主体及び経営主体 

 

 

（４） 利用定員 

現在定員（人） 増加定員（人） 合計（人） 

   

 

２．施設整備に係る事業内容 

（１） 施設の規模及び構造 

ア 整備事業（解体撤去工事費、仮設施設工事費を除く。） 

（ア） 敷地面積 

（イ） 敷地の所有関係（自己所有、借地、買収（予定）地の別） 

（ウ） 施設整備の区分 

（創設、増築、増改築、改築、大規模修繕等、老朽民間児童福祉施設整備の別） 

（エ） 建物の面積  建築面積    ㎡、延面積    ㎡ 

（オ） 建物の構造 （    造） 

  イ 解体撤去工事（既存施設に係るもの） 

（ア）建物の面積  建築面積    ㎡、延面積    ㎡ 

（イ）建物の構造 （    造） 

（ウ）建築年月日 

（エ）補助金の区分（昭和・平成  年度：国庫・民間・自己資金・その他） 

（オ）処分（取り壊し）年月日 

ウ 仮設施設工事 

（ア）建物の面積  建築面積    ㎡、延面積    ㎡ 

（イ）建物の構造 （    造） 

 

 



 

（２） 事業費総額 

ア 主体工事費             円 

イ 工事事務費             円 

ウ 小計（本体工事費）         円 

エ 特殊附帯工事費           円 

オ 解体撤去工事費及び仮設施設整備工事費 

  （解体撤去工事費）         円 

（仮設施設整備工事費）         円 

  カ その他の工事費           円 

  キ 合     計           円 

 

（３） 施行予定期間 

  ア 契約予定年月日 

  イ 着工予定年月日 

  ウ 竣工予定年月日 

  エ 竣工後の事業開始予定年月日 

  オ 解体撤去工事関係 

（ア） 着工予定年月日 

（イ） 完了予定年月日 

カ 仮設施設工事関係 

（ア） 工事期間 

（イ） 仮設施設の使用期間 

 



様式第2号別紙2（第9条関係） 

 

申 請 額 算 出 内 訳 書 
 

施設の種類： 

施設の名称： 
(単位：円） 

区分 
総事業費 

 寄付金及び

その他の収入額 
差引額 

対象経費の

支出予定額 
選定額 交付基準額 補助額 

Ａ Ｂ Ｃ（＝Ａ－Ｂ） Ｄ（≦Ａ） Ｅ Ｆ Ｇ 

        

        

        

        

（１）Ｅ欄には、Ｃ欄とＤ欄を比較して少ない方の額に４分の３を乗じた額を記入すること（小数点以下切捨て）。 

（２）Ｆ欄には、国要綱の規定による交付基準額（国負担分）に２分の３（又は８分の９）を乗じた額を記入すること（千円未満切捨て）。 

（３）Ｇ欄には、Ｅ欄の額とＦ欄の額を比較して少ない方の額を記入すること（千円未満切捨て）。 



様式第3号（第10条関係） 

 

直方市就学前教育・保育施設整備補助金交付（不交付）決定通知書 

 

          様 

 

年  月  日   

 

直方市長            

 

    年  月  日付けで申請のありました直方市就学前教育・保育施設整備補

助金について、直方市就学前教育・保育施設整備補助金交付要綱第10条の規定により、

下記のとおり交付（不交付）を決定したので通知します。 

 

整 備 施 設 の 名 称  

補 助 対 象 事 業 の 期 間    年   月   日から    年  月  日 

補 助 対 象 経 費 円 

補 助 金 の 額 円 

不交付の場合その理由  

交 付 の 条 件  

 



様式第4号（第11条関係） 

 

工事着工報告書 

直方市長 様 

 

（申請者）           

 

施設の種類  施設の名称  

建物の構造及び面積 

   

工事費合計 

   設 置 団 体  

構 造  造    直 営 ・ 請 負 の 別  

建 築 面 積  ｍ2   円 契 約 年 月 日  

延 面 積  ｍ2    着 工 年 月 日  

      完 成 予 定 年 月 日  

 

 年 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 

出 来 高 

金 額             

％             

 



様式第5号（第12条関係） 

年  月  日 

 

 

直方市長 様 

 

          

                          申請者 所在地 

名称 

代表者氏名 

 

 

 

直方市就学前教育・保育施設整備補助金実績報告書 

 

 

 

直方市就学前教育・保育施設整備補助金の交付決定のあった就学前教育・保育施設整備が完了したので

下記のとおり報告します。 

 

１． 実施施設の概要 

（１） 施設の名称及び所在地 

 

 

（２） 施設種別 

 

 

（３） 設置主体及び経営主体 

 

 

（４） 利用定員 

現在定員（人） 増加定員（人） 合計（人） 

   

 

２． 施設整備に係る事業内容 

（１） 施設の規模及び構造 

ア 整備事業（解体撤去工事費、仮設施設工事費を除く。） 

（ア） 敷地面積 

（イ） 敷地の所有関係（自己所有、借地、買収（予定）地の別） 

（ウ） 施設整備の区分 

（創設、増築、増改築、改築、大規模修繕等、老朽民間児童福祉施設整備の別） 



（エ） 建物の面積  建築面積    ㎡、延面積    ㎡ 

（オ） 建物の構造 （    造） 

  イ 解体撤去工事（既存施設に係るもの） 

（ア） 建物の面積  建築面積    ㎡、延面積    ㎡ 

（イ）建物の構造 （    造） 

（ウ）建築年月日 

（エ）補助金の区分（昭和・平成  年度：国庫・民間・自己資金・その他） 

（オ）処分（取り壊し）年月日 

ウ 仮設施設工事 

（ア）建物の面積  建築面積    ㎡、延面積    ㎡ 

（イ）建物の構造 （    造） 

 

（２） 支出済事業費総額 

ア 主体工事費             円 

イ 工事事務費             円 

ウ 小計（本体工事費）         円 

エ 特殊附帯工事費           円 

オ 解体撤去工事費及び仮設施設整備工事費 

  （解体撤去工事費）         円 

（仮設施設整備工事費）       円 

  カ その他の工事費           円 

  キ 合     計           円 

（注）工事仕様書、支出済工事費費目別内訳書、工事事務費費目別内訳書を添付すること。 

 

（３） 施行期間 

  ア 契約年月日 

  イ 着工年月日 

  ウ 竣工年月日 

  エ 竣工後の事業開始年月日 

  オ 解体撤去工事関係 

（ア） 着工年月日 

（イ） 完了年月日 

カ 仮設施設工事関係 

（ア） 工事期間 

（イ） 仮設施設の使用期間 

 



様式第6号（第13条関係） 

年  月  日   

 

        様 

 

      

直方市長          

 

直方市就学前教育・保育施設整備補助金交付額確定通知書 

 

年  月  日付けで交付決定通知をした直方市就学前教育・保育施設整備補助

金補助金について、交付額の確定をしたので、直方市就学前教育・保育施設整備補助金

交付要綱第13条の規定により、下記のとおり通知します。 

 

記 

 

１ 交付決定額 

２ 交付確定額 



様式第7号（第14条関係） 

年  月  日   

 

直方市長 様 

申請者 所在地 

    名称 

   代表者氏名           

                    

 

直方市就学前教育・保育施設整備補助金交付請求書 

 

年  月  日付けで交付額確定通知のあった補助金について、直方市就学前教

育・保育施設整備補助金交付要綱第14条の規定により、下記のとおり請求します。 

 

記 

 

１ 交付請求額                 円 

２ 振 込 先  

金融機関名  

本・支店名  

口座種別 普 通 ・ 当 座 

口座番号  

フリガナ 

口座名義 

 

 



直方市多子世帯給食費補助事業実施要綱の一部を改正する告示 

 

直方市多子世帯給食費補助事業実施要綱（平成31年直方市告示第219号）の一部

を次のように改正する。 

第3条中「4,500円」を「4,700円」に改める。 

 

附 則 

この告示は、公布の日から施行し、この告示による改正後の直方市多子世帯給

食費補助事業実施要綱の規定は、令和5年4月1日から適用する。 

 



直方市多子世帯給食費補助事業実施要綱の一部を改正する告示 新旧対照表 

新 旧 

(補助金の額) (補助金の額) 

第3条 補助金の額は、対象者の人数に月額4,700円及び給食提供

月数を掛けた金額とし、市長が予算の範囲内で定めた額とする。 

第3条 補助金の額は、対象者の人数に月額4,500円及び給食提供

月数を掛けた金額とし、市長が予算の範囲内で定めた額とする。 

 



直方市保育環境改善対策事業（新型コロナウイルス感染症に係る事業継続支

援）補助金交付要綱 

 

（目的） 

第1条 この要綱は、直方市補助金交付規則（平成3年直方市規則第6号）第3条の

規定に基づき、直方市保育環境改善対策事業（新型コロナウイルス感染症に係

る事業継続支援）補助金に関し必要な事項を定めることにより、新型コロナウ

イルス感染症に対する強い体制を整え、感染症防止の徹底を図り、もって乳幼

児の安全・安心を確保することを目的とする。 

（補助対象施設） 

第2条 補助の対象となる施設（以下「補助対象施設等」という。）は、市内に所

在地がある認可保育所、幼保連携型認定こども園とする。 

（補助対象事業） 

第3条 補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、補助対象

施設等が実施する新型コロナウイルス感染症に係る保育所等事業継続支援事業

とする。 

（補助金の額） 

第4条 補助金の額は、補助対象施設等1施設につき上限50万円と、補助対象事業

に要した額から寄附金その他の収入額を控除した額とを比較して少ないほうの

額とし、市長が予算の範囲内で定めた額とする。 

（補助対象経費） 

第5条 補助金の対象となる経費は、補助対象事業に係る人件費、需用費、委託料、

使用料及び賃借料並びに備品購入費とする。ただし、需用費のうち食糧費は除

く。 

 

附 則 

1 この要綱は、公布の日から施行し、令和5年4月1日から適用する。 

2 この要綱は、令和6年3月31日限り、その効力を失う。 

 



直方市幼稚園給食費補助事業実施要綱の一部を改正する告示 

 

直方市幼稚園給食費補助事業実施要綱（平成31年直方市告示第221号）の一部を

次のように改正する。 

第4条中「月額4,500円」を「月額4,700円」に、「寄付金」を「寄附金」に改め

る。 

別表中「一律 225円」を「一律 235円」に改める。 

 

附 則 

この告示は、公布の日から施行し、この告示による改正後の直方市幼稚園給食

費補助事業実施要綱の規定は、令和5年4月1日から適用する。 

 



直方市幼稚園給食費補助事業実施要綱の一部を改正する告示 新旧対照表 

新 旧 

(補助金の額) (補助金の額) 

第4条 補助金の額は、対象となる児童1人当たり月額4,700円と当

該幼稚園が算出した一食当たりの副食費相当額に給食提供日数

を乗じた額を比較して少ない方の額と、総事業費から寄附金そ

の他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額とし、市

長が予算の範囲内で定めた額とする。ただし、幼稚園において

一食当たりの副食費の算出が困難な場合、別表に定める算出方

法によることができる。 

第4条 補助金の額は、対象となる児童1人当たり月額4,500円と当

該幼稚園が算出した一食当たりの副食費相当額に給食提供日数

を乗じた額を比較して少ない方の額と、総事業費から寄付金そ

の他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額とし、市

長が予算の範囲内で定めた額とする。ただし、幼稚園において

一食当たりの副食費の算出が困難な場合、別表に定める算出方

法によることができる。 

別表(第3条関係) 別表(第3条関係) 

一食当たりの副食費相当額の算出方法 

1 幼稚園における一食当たりの給食費×給食費に占める副食

費相当額の平均的な割合(市町村に所在する他施設等の情

報から推計) 

2 幼稚園における一食当たり食材費相当額×食材料費に占め

る副食費の割合(市町村に所在する他施設等の情報から推

計) 

3 一律 235円 
 

一食当たりの副食費相当額の算出方法 

1 幼稚園における一食当たりの給食費×給食費に占める副食

費相当額の平均的な割合(市町村に所在する他施設等の情

報から推計) 

2 幼稚園における一食当たり食材費相当額×食材料費に占め

る副食費の割合(市町村に所在する他施設等の情報から推

計) 

3 一律 225円 
 

 


